
第20回宇宙開発委員会（定例会議）

議　事　次　第

1．日　時

2．場　所

3．議　題

平成9年6月11日（水）

14：00～16：00

委員会会議室

（1）前回議事要旨の確認

（2）熱帯降雨観測衛星（TRMM）計画に係る協力に関する日本国政

　　府とアメリカ合衆国政府との問の書簡の交換について

（3）水ロケット打上げ大会開催結果について

（4）平成10年度における宇宙開発に関する調査審議方針等に

　　ついて

4．資　料 委20－1

委20－2

委20－3
委20－4－1

委20－4－2

第19回宇宙開発委員会（定例会議）議事要旨（案）

熱帯降雨観測衛星（TRMM）計画に係る協力に関する日

本国政府とアメリカ合衆国政府との間の書簡の交換

について

水ロケット打上げ大会開催結果について

平成10年度における宇宙開発に関する調査審議方
針について

財政構造改革の推進について（平成9年6月3日閣
議決定）



第19回宇宙開発委員会（定例会議）

　　　　　議事要旨（案）

1．日時 平成9年6月4日（水）

14：00～15＝15

2．場所 委員会会議室

3．議題 （D前回議事要旨の確認について

（2）宇宙放射線環境計測計画及びスペースハブ利用蛋白質結晶実

　　験の実施状況について

（3）第3回国連アジア太平洋経済社会委員会くESCAP）政府

　　間諮問委員会の結果について

（4）第5回日加宇宙パネルの結果について

（5）NASDA／CNES共催日仏宇宙協力シンポジウムの開催

　　結果について

（6）若田光一宇宙飛行士のスペースシャトル（STS－92）搭

　　乗決定について

（7）宇宙機関長会議（HOA）の結果について

4．資料 委19－1

委19－2

委19－3

委19－4

委19－5

第18回宇宙開発委員会（定例会議）議事要旨（案）

宇宙放射線環境計測計画及びスペースハブ利用蛋白質

結晶実験の実施状況について

第3回国連アジア太平洋経済社会委員会（ESCAP）

政府間諮問委員会の結果について

第5回日出宇宙パネルの結果について

NASDA／CNES共催日仏宇宙協力シンポジウム

の開催結果について
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委19－6

委19－7

若田光一宇宙飛行士のスペースシャトル（STS－9

2）搭乗決定について（報告）

宇宙機関長会議の結果について（報告）

5．出席者

　　　宇宙開発委員会委員長代理

　　　宇宙開発委員会委員

　　　　　　〃

関係省庁

　通商産業省機械情報産業局次長

　郵政大臣官房技術総括審議官

事務局

　科学技術庁研究開発局長

　科学技術庁研究開発局宇宙政策課長
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6．議事

　（D前回議事要旨の確認について

　　　第18回宇宙開発委員会（定例会議）議事要旨（案）

　　確認された。

（資料委19－1）が

（2）宇宙放射線環境計測計画及びスペースハブ利用蛋白質結晶実験の実施状況

　について

　　宇宙開発事業団宇宙環境利用システム本部宇宙実験グループ　高松総括開

　発部員及び柳川主任開発部員より、資料委19－2に基づき、平成9年5月に

　実施されたシャトル／ミールミッション6号機での宇宙放射線環境計測計画

　及びスペースハブ利用蛋白質結晶実験の実験実施状況及び今後の予定等につ

　いて説明があった。

　　これに関し、委員より、蛋白質結晶実験について、軌道上実験により期待

　される成果、実験実施状況の詳細、今後の研究のまとめ方等の質問があった。
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（3）第3回国連アジア太平洋経済社会委員会（ESCAP）政府間諮問委員会

　の結果について

　　科学技術庁研究開発局調査国際室　海野係長より、資料委19－3に基づき、

平成9年5月16～17日に韓国テジョンで行われた第3回アジア太平洋経

　済社会委員会（ESCAP）政府間諮問委員会の結果概要等について説明が

　あった。

　　これに関し、委員より、ESCAPの運営状況、政府間諮問委員会と各作

　業部会との関係等について質問があった。

（4）第5回日加宇宙パネルの結果について

　　科学技術庁研究開発局調査国際室　中西室長より、資料委19－4に基づき、

　平成9年5月20～21日にカナダ宇宙庁で行われた第5回日記宇宙パネル

　の結果概要、各分科会の概要等について説明があった。

　　これに関し、委員より、協力の進め方の検討内容、我が国提案の宇宙ステ

　ーションを活用した広報のためのワーキンググループ及びカナダの宇宙開発

　の状況等について質問があった。

（5）NASDA／CNES共催日仏宇宙協力シンポジウムの開催結果について

　　宇宙開発事業団調査国際部　稲田部長より、資料委19－5に基づき、平成

　9年5月27～30日にフランス・パリで行われたNASDA／CNES共

　催日仏宇宙協力シンポジウムについて、実施された各セッション及びテクニ

　カルツアーの概要等について説明があった。

　　これに関し、委員より、仏国研究者との交流の現状、セッション4で述べ

　られている「位相変化」は「相変位」の誤りであるという指摘、今後の本シ

　ンポジウムのフォローアップ等について質問があった。

（6）若田光一宇宙飛行士のスペースシャトル（STS－92）搭乗決定につい

　て

　　宇宙開発事業団宇宙環境利用システム本部　斎藤副本部長より、資料委19

　－6に基づき、若田宇宙飛行士がミッションスペシャりストとして1999
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年1月打上げ予定のSTS－92に搭乗することが決定したこと、　STS－

92ミッションの概要、若田宇宙飛行士のSTS－92での任務及び今後の

予定等について説明があった。

　これに関し、委員より、STS－92のその他の搭乗者の決定時期等につ

いて質問があった。

（7）宇宙機関長会議（HOA）の結果について

　　宇宙開発事業団宇宙環境利用システム本部　斎藤副本部長より、資料委19

　－7に基づき、平成9年5月31日に宇宙開発事業団筑波宇宙センターで行

　われた宇宙機関長会議の結果概要、共同声明等について説明があった

　　これに関し、委員より、ロシアの宇宙ステーション計画の進捗状況、HO

　Aの今後の予定等について質問があった。

以上
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　熱帯降雨観測衛星（TRMM）計画に係る協力に関する
日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の書簡の交換について

平成9年6月11日
調　査　国　際　室

1．概要

　宇宙開発事業団（NASDA）と米国航空宇宙局（NASA）との協
力による熱帯降雨観測衛星（TRMM）計画について、日本国政府と米
国政府との間で書簡の署名・交換が行われた。

2．協力計画のあらまし

　　NASAが開発する熱帯降雨観測衛星（TRMM）本体に、　NASD
　Aが開発する降雨レーダ及びNASAが開発する4つのセンサを搭載し

て、NASDAのH－Hロケットにより本年11月（予定）に打上げ、
地球規模の気候変動の解明に重要な熱帯・亜熱帯地域の降雨強度やその
分布等の観測を行う。

●

3．協力計画に係る書簡の署名・交換

（1）日　時：平成9年5月30日（金）午前11時（現地時間）
　　　　　　　（日本時間5月31日（土）午前0時）

（2）場所：米国ワシントン
（3）署名者＝日本側　　渋谷実公使

　　　　　　　米国側　　クローセン国務省次官補

4．その他

　　標記書簡の署名・交換を受け、平成9年6月2日に、実施機関（NA

　SDA及びNASA）間において本計画に係る実施取決め（MOU）を
改訂する取決めが締結された。



電

熱帯降雨観測衛星（TRMM）計画に関する日米政府間交換公文の概要

1．本件計画に係る宇宙開発事業団（NASDA）及び米国航空宇宙局（NAS
　　A）との間の協力は、両機関の間において締結される実施取決め（了解覚書）

　の条件に従って実施されることとなる。

2．実施取決めは、それぞれの国において施行されている法令及び利用可能な予

　算に従い実施されることとなる。

3．米国政府は、本件計画のために打ち上げられる人工衛星を宇宙物体登録条約
　　に基づき登録する。

4．両政府は、本件計画に関連して生ずる問題について受け入れ可能な解決を図

　　るため協議する。

5．この取極は、終了の6箇月前に書面で通告することにより終了させない限り、

　　5年間有効であり、両政府の書面による合意により延長又は改正できる。
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遜　　　　可視赤外観測装置

　　　　　　（V旧S）

　降雨レーダ
　　・（PR）

　　①PR（Preciphation　Radar）：降雨レーダ

●
　　　　　（マイクロ波のレーダであり、大気中の降雨を3次元的に観測）

　　②TMI（TRMM　Microwave　Imager）：TRMMマイクロ波観測装置

　　　　（マイクロ波の放射計であり、海洋上の降雨強度を観測）

　　③VIRS（Visible　Infrared　Scanner）：可視赤外観測装置

　　　　（可視から赤外までの放射計であり、TMIとともに降雨強度を観測）

　　④LIS（Lightning　Imaging　Sensor）：雷観測装置

　　　　（光学センサであり、雷の分布を測定）

　　⑤CERES（Clouds　and　lhe　Earth’sRadiant　Energy　Sysこem）：雲地球放射観測装置

　　　　（可視から赤外までの放射計であり、大気上層から地表面までの大気放射エネルギを観測）
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　　　　　　　　水ロケット打ち上げ大会開催結果について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成9年6月11日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（財）日本宇宙少年団

1．日　時：平成9年6月6日（金）　　17：30～19：30

2．場　所：衆議院議長・参議院議長公邸前庭

3．主催：（財）日本宇宙少年団（後援：有志国会議員）

4．目　的：身近な素材と自らの工夫を活かし、科学技術の面白さを体験する機

　　　　　会の提供による人材育成の促進及び宇宙開発への理解の増進。

5．参加者：都内小学生（5、6年生）計約30名

　　　　　　　・国会議員等のご子弟

　　　　　　　・近郊の小学生

　　　　　　　・（財）日本宇宙少年団団員

6．来　賓：内閣総理大臣、衆議院議長、参議院議長、科学技術庁長官

7．参観者：国会議員約10名、見学小学生約100名、父兄二二80名

8．概　要：

　・開会宣言（有志国会議員）

　・水ロケット試射

　　（総理、衆議院議長、参議院議長、毛利宇宙飛行士、日本宇宙少年団理事長）

　・水ロケット打ち上げ（都内小学生10名×3回）

　・表彰式

　　総理ご挨拶

　　各賞授与（内閣総理大臣賞、衆議院議長賞、参議院議長賞、科学技術庁長

　　　　　　　　官賞、日本宇宙少年団理事長賞）

　・パーティー
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　「よかったよ、ぼくが一
番やりたかったんだ」

　橋本龍太郎首相は6日
タ、財団法人・日本宇宙少
年団（松本零士理事畏）が
衆参両院の議長公邸前庭で
開いた「水ロケット打ち上
げ大会」に参加、久々にご
満悦の表情だった＝写真。
　ペットボトルを利用し圧
縮空気で飛ばすもので、原
理は宇宙ロケットと同じ。
自民党宇宙開発部会の有志
議員らの呼びかけで公邸前
庭での大会が実現したが、
折からの激しい雨であわや9
中止となりかけた。

水ロケット面白い首

一番やりたかった相
　参加した都内の小学生ら
約150人に、首相は「小さ
いころ、実験室から火薬の
原料を盗んでエンピツのキ
ャップに詰めて火を付けて
ロケット遊びをしたんだ」
と、秘話、を披露しなが
ら、「中止になってホント
に残念」とあいさつした
が、にわかに雨が上がって
冒頭の言となった。
　首相も挑戦し、飛距離70
㍍で一番となり、ごきげん
だったが・水ロケットを首
相官邸でやるには「そんな
に広くないよ・…」。

水ロケット製作に参加した児童による打ち上げ
　　，’“Ψ∵：、

■職場㌦rr隔。就

産経新聞　6月了日付朝刊
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左より毛利衛宇宙飛行士、斎藤十朗参議院議長、

橋本龍太郎内閣総理大臣、伊藤宗一郎衆議院議長
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　自分の生まれる時代を自分で選ぶ事が出来ないの

が、この宇宙で生を受けた私達の宿命です。

　神秘的な遭遇によって、今の時代に生まれ合わせ、

地球上で日々を送りつつ、そこで起こった人と人の

巡り会いは、宇宙的時間の流れの中では軌跡だとし

かいいようがありません。私達は星を想う仲間とし

て出会ったのです。そして宇宙への未来への夢を持

つ情熱的な友人として集うチャンスに恵まれたわけ

です。『事実を学んで、未来に夢を賭ける』これこ

そ、宇宙少年団YAOを支える信念だと考えていま

す。

　楽しく、世界中の仲間達と共に手を携えて頑張り

ましよう。
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財団法人日本宇宙少年団理事長松本零士

’

・【蒼、

日本宇宙少年団本部

副団長

若田光一

7

日本宇宙少年団本部

副団長

向井千秋

毘柔1 1行1

　地球はひとつの宇宙船です。宇宙少年団は、その

知識が高まった時に生まれた、宇宙への夢をみる子

供たちの集まりです。

　日本宇宙少年団のプログラムは国際的な性格をも

ち、子供たちは宇宙について学び、最先端の技術や

知識に触れることができます。実は私の子供たちも、

日本宇宙少年団の団員です。私たちは21世紀：を担う

子供たちに、夢と希望を与えている少年団活動を心

から応援しています。そしていつの日か、子供たち

が宇宙へ行き、この素晴らしい地球を見て、一人で

も多くの人に感動を与え、未来の私たちの生活を豊

かにしてくれることを心から楽しみにしています。

日本宇宙少年団本部団長毛利　衛

　　　㍉　　　　　　　　　　　　　　醜、．獅凸”　　　　　　　議麟瞬●
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肖
沿革 　宇宙少年団は、1984年、米国に於いて青少年の科学技術離れを憂

慮した、レーガン元大統領の宣言のもとに結成されました。

　日本では1986年8月、茨城県つくば市において日本宇宙少年団の

結団式か行われ、同年11月に内閣総理大臣の許可を得て、財団法人

として発足しました。以来、全国各地で分団が生まれ、また海外の

宇宙少年団との国際交流も活発に行われています。

’
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目的

国際字宙少年団機構
　　　　　　　　　（YAI）

　1987年7月、国際宇宙少年団機構（Young　Astronauts

InternationaDが組織されました。以来12ケ国が加盟し、

『Peaoe　through　SPace（宇宙を通しての平和）／Go　to

Mars　Together（一緒に火星へ行こう）』を合言葉に、相互理解

を深めることを目指し、積極的な国際交流を推進しています。

　私たちは、これらの活動により、人類がいつまでも地球と宇宙の

平和を維持することを願っています。
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宇宙をめざす君へ
YAC憲章

YAC
活動

　私達YAC団員は、21世紀の宇宙時代を担う人間として、

常に探究心と向上心を身につけることを誓います。

　私達YAC団員は、宇宙船地球号の乗組員として、世界中

の人々と共に、豊かで平和な未来をめざすことを誓います。

　宇宙少年団の活動の中心となるのが、分団活動です。

それぞれの分団は、分団長と数名のリーダー、EO～30

名の団員から成り、分団長及びリーダーは、地方自治

体職員や教師、会社員、学生等がボランティアで行っ

ています。

　各分団は、月1～E回程度、分団長、リーダーの企

画・立案のもとに、地域のYAO団員を集め、独自の活

動を行っています。

　また、YAO本部が中心となって企画する国内・外の

活動にも参加します。YAO活動を通して、自然に国際

性、リーダーシップ、チームワークが身につきます。

卜凄」一　『．

÷晒・一

水ロケット打上げ／厚木分団

　　　　　　　①本部主催の国内・外の様々なイベントや、宇宙飛行士の講演会、宇宙・

YACに　科学教室等に参加できます。

入ると　②各地に拡がるYAO分団の定期活動に参加できます。

　　　　　　　◎ロケットの打上げや施設見学に行くチャンスがあります。

　　　　　　　④海外への派遣や短期留学生制度などがあります。

　　　　　　　⑤宇宙情報誌「L5」を毎月無料でお届けします。

　　　　　　　◎団員証、団員バッジ、宇宙パスポート、スペースノートがもらえます。

宇宙遊泳シミュレーション／各務原分団

本部活動

●YAI国際コンファランスへの参加

●団員・リーダーの海外派遣

●国内ジャンボリーの開催

●宇宙教室等のイベント開催

●科学技術週間行事への参加

●宇宙関連イラスト・作文コンクールや展示会

　の開催

●宇宙関連施設の見学

●リーダートレーニング　　　　　〔ニニコニコ
●宇宙情報誌「L5」、スペースノート等の提供

●ホームページによる情報提供

●分団活動の助成

●調査研究
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天体観測会／アリエス分団

分団活動

●宇宙関連施設の見学

●モデルロケットの製作・打上げ

●水ロケット／プチロケットの製作・打上げ

●ソーラーバルーンの製作

○ソーラーカーの製作

●天体観測会

●身近な科学実験

■宇宙教室

●他分団との交流会

●分団通信誌の発行
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　　宇宙情報誌「L5」

　　スペースノート
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第2回日本宇宙少年団サイエンスセミナー

「宇宙から考える不思議教室」／大阪
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本部イベント・国際交流
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YAC分団をあなたの町にも
作りませんか！

団員、ボランティアリーダーも

募集しτ53ます。
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OYAO分団

財団法人

■理事長

■専務理事

■理　　事

晟
金
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雄
一
繁
治
昭
文
夫
明
郎
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日本宇宙少年団
本　　　晟（零士）

水　眞　金
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（財）大阪科学技術センター　副会長

学校法人日本航空学園　理事長

航空運航システム研究会　事務局長

元国立オリンピック記念青少年総合センター　所長

ダイコク電機（株）　取締役相談役

（財）科学技術広報財団　理事長

宇宙開発事業団　副理事長

玉川大学学術研究所　教授

日本電気（株）　常務取締役

（株）エイ・イー・エス　技術顧問

（元東京大学東京天文台講師）

三菱重工業（株）　常務取締役

（財）資源探査用観測システム研究開発機構　顧問

文部省宇宙科学研究所　教授

コミュニケーター

（財）リモートセンシング技術センター　専務理事

つくば商業都市開発（株）代表取締役社長

前宇宙通信（株）　顧問

日本宇宙少年団本部

■本部長松本　　晟（零士）

■団　長毛利　衛宇宙開発事業団
■副団長　向　井　千　秋　宇宙開発事業団

　　　　　若　田　光　一　宇宙開発事業団

宇宙飛行士

宇宙飛行士

宇宙飛行士

伽冨＿TR。＿回8．』＾P＾閥

鞭日本宇宙少年団

〒103東京都中央区日本橋兜町17－E兜町第6葉山ビル5F　TELO3－3日69－7480　FAXO3－3669－7655

YAOホームページアドレスrlttP：〃www．intacc．orJp／YAO／index．html　E－mali：yaoJ＠intacc．o「．JP
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平成10年度における宇宙開発に関する調査審議方針について（案）

平成9年6月11日
宇宙開発委員会決定

　　　　宇宙開発は、人類の知的フロンティアの拡大、質の高い豊かな生活の実現、地

　　　球科学の推進や地球環境の保全、新たな産業の創出等の観点からきわめて重要な

　　　先端科学技術分野であり、科学技術創造立国を目指す我が国としては引き続き積

　　　極的に取り組むべき分野である。

●　　　一方・財政構造を改革し財政の再建を果たすことが国の喫緊の課題となってお

　　　り、この財政構造改革との整合性に配慮しつつ、今後の宇宙開発政策の一層効果

　　　的な展開を図っていく必要がある。　　　　　　　　　　’

　　　　宇宙開発委員会は、平成9年4月23日に「平成10年度における宇宙開発に

　　　関する調査審議について」　（別紙）を決定し、計画調整部会において宇宙開発関

　　　係経費の見積り方針等に関する調査審議を開始したところであるが、上記の観点

　　　を踏まえ次の方針のもとに調査審議を行うものとする。

1．調査審議方針

　宇宙開発関係経費の見積り方針及び宇宙開発計画の策定に当たっては、従来よ

り既存プロジェクトの見直しを含め宇宙開発計画全体についての慎重な調査審議

を経て、重点的、戦略的な配分等を行ってきたところであり、今後ともこの方針

で対応していくこととするが、特に平成10年度宇宙開発関係経費の見積り方針

の審議においては、「財政構造改革の推進について」　（平成9年6月3日閣議決

定）を踏まえ、厳しく調査審議を行っていくこととする。



（別紙）

平成10年度における宇宙開発に関する調査審議について

平成9年4月23日
宇宙開発委員会決定

　宇宙開発政策大綱に基づき、また、宇宙開発を巡る内外の情勢の変化、宇

宙利用に関する長期的見通し等を重富え、平成10年度以降において実施す

る必要がある研究及び開発等の計画的推進を図るため、次により調査審議を

行う。　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　．．

1．調査審議事項

（1）国内の関係各機関における開発等の進捗状況並びに関係各機関における新

　規施策の実施及び「宇宙開発計画」（平成9年4月2日決定）の見直しに

　関する要望事項を調査し、それらを踏まえて、平成10年度における宇宙

　　開発関係経費の見積り方針及び宇宙開発計画について必要な調査審議を行

　　う。

（2）その他、宇宙開発全般に関する重要事項について必要な調査審議

2．調査審議方法

　　上記事項の調査審議は、計画調整部会において行うものとする。

　　なお、国内の関係各機関における開発等の進捗状況並びに関係各機関にお

　ける新規施策の実施及び「宇宙開発計画」　（平成9年4月2日決定）の見直

　しに関する要望事項の調査については平成9年7月中旬に、平成10年度に

　おける宇宙開発関係経費の見積り方針に反映させるべき事項の調査審議につ

　いては8月上旬に、それぞれ終えることを目途とする。



（参考）「財政構造改革の推進について」　（平成9年6月3日閣議決定）

（科学技術予算関連の抜粋）

9．科学技術予算
（1）原子力、核融合、宇宙開発等の大型プロジェクトについて．

　　は、

　①集中改革；期間中は、国際熱核融合実験炉（ITEIR）計画
　　　の国内誘致は行わないなど、新規プbジェクトの着手は行

　②蛙行中のプロジェクトについても・高速増殖炉「もん

じゅ」等、問題があるものについては・全面的に見直す・

（2）国立試験研究機関、特殊法人等の国の研究機関について、
　ナショナルセンターとして位置付けるべきもの以外は統廃合
　することとし、集中改革期間中に統廃合計画を策定するとと
　もに、国の研究機関・制度について、重複の排除・：重点化●

　効率化等による予算の縮減を図る。

（3）鉢前・中間・：事後における外部評価の実施・評価結呆の公

　表、研究資金の配分への反映：により、資金配分の重点化・効

　率化を進める。

（4）以上を踏まえ、集中改革期間中においては・科学技術振興

　費について他の経費との均衡にも配慮し・増加額を大幅に抑

　制する。
　　特に、10年度の科学技術振興費については、一般歳出を対

9年度比マイナスとするとととしていることを踏まえ・便坐

を概ね5％以下とする。

（5）科学技術二本計画については、回計画の実綿当たって・

原子力、宇宙開発、防衛関係i費等を極雄るとともに、
危機的な財政詐害を勘案して弾力的に取扱い、財政構造改総

予算と整合性のとれたものとする。．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：



9　Ψ

財：政構造改革の推進について

〔撫誤3日〕

　財政構造改革については、政府・与党財政構造改草会議「財

政構造田草の推進方策」に沿って次のように決定し、着実かっ

強力に推進することとする。

●

●

ユ．少子高齢花の進展、冷戦構造の崩壊、キャッチア’ップ経済の

終焉、大競争時代の到来、生産年齢人口の減少など、我が国の

財政を取りまく環境は大きく変容しているが、その中で財政は、

現在、主要先進国里最悪の危機的状況に陥っている。

　　このような状況の下、21世紀に向けてさらに効率的で信頼

できる行政を確立し、安心で豊かな福祉社会、健全で活力ある

経済の実現という明るい展望を切り開くためには、経済構造の

極球を進めつつ、財政構造を改革し財政の再建を果たすことが

喫緊の課題であり、もはや一刻の猶予も許されない。

　　このため、先に内閣総理大臣より提示された財政構造改：信望

原則において、当面の目標として、2003年度までに財政健
全化目標．（財政赤字対GDP比3％、赤字国債発行ゼロ）の達

成をめざすこと、今世紀中の3年間を「集中改革期間」と定め、

その期間中は、「一切の聖域なし」で歳出の改：革と縮減を進め

ることを決定した。これを強力に推進する。

　特に、当面の平成10年度予算においては、政策的経費である

一般歳出を対9年度比マイナスとするため、財政構造改革会議

で結論を得た主要経費の具体的な量的縮減目潔癖について、10

年度の概算要求段階から反映させることとする。

　　なお、財政赤字の縮減の進捗度合いによってはさらなる歳出

削減に努めるものとする。

2．財政構造改革を推進するに際しては、単なる財政収支の改善

に止まることなく、財政構造そのものについての見直しを行う

ことが必要である。このため、官と民、国と地方の役割分担の

／



●

●

見直し、公平な受益と負担の実現、経済活力の創出、財政資金

の効率的配分等の理念を踏まえた大胆な改革を笑環していく。

　また、国民的な理解と納得を得られる財政構造改享とするた

め、一般会計、特別会計など財政に関する情報の開示について

も積極的に進めることとする。

　このような見地から、財政構造改革の推進にあたっては、一

般会計の歳出め削減のみならず、特別会計についても見直し、

改草を行うほか、

イ　政策目的の達成度、官民の役割の見直し等の観点からの特

　殊法人の改革

ロ　民業補完や償還確実性の徹底等、スリム化を目指した財政

　投融資の見直し

ハ　経済社会の構造変化に対応し、納税者の信頼に裏打ちされ

　た公平な税負担制度の確立

二　地方の自主性・自立性を高める地方分権：の推進

ホ　二二社会情勢の変化に対応した各種事業の不断の再検討

など、幅広い観点に立った改革が不可欠である。

　これらの幅広い改革については、現在、検討が進められてい
るところであるが、集中改：革期間中の歳出の平常と縮減を何と

しても成し遂げ、さらに大きな改革の一環として強力に推進し

ていくことが必要である。

3．このような考え方に基づき、下記のとおり具体的な改革と歳

出削減の方針と方策を決定する。これに沿って、必要な制度改

：革を二野に断行するなど、健全な財政＝構造の構築に向け、最大

限の努力を傾注する。

記

1．社会保障
　　社会保障関係費は、高齢化等に伴う当然増が見込まれる経費



●

であるが、集中改：革期間中は、当然増に相当する額を大幅に削

減することとする。具体的には賃金、物価の上昇に伴う単価の

増等による影響分について制度改革等により吸収し、効率化を

図ることとし、対前年度伸率を高齢者数の増によるやむを得な

い影響分（全体の2％程度）以下に抑制する。

　特に、10年度予算については、一般歳出を対9年度比マイナ

スとすることとしていることを踏まえ、約8，000億円超の当然

増について5，000億円を上回る削減を行うことにより、増加額

を大幅に抑制するσ

　上記の考え方を実現するとともに、社会保障構造青草を進め、

高齢化めピーク時においても財政構造改草肥原則における国民

負担率の目標に沿って、安定的に運営出来る社会保障制度を構

築することを目指し、今後、国民に充分な情報提供を行いつつ、

次の制度壷草を順次実現する。

●

（1プ医療については、国民医療費の伸びを国民所得の伸びの範

　囲内とするとの基本方針を堅持し、今後、医療提供体制及び

　医療保険制度の両面にわたる抜本的構造改革を総合的かっ段

　階的に実施する。

　　9年度の医療保険制度改章は、抜本的構造改草の第一歩と

　して早急に実現する。

　　集中改革；期間中は、特に以下の施策に取り組むこととし、

　出来る限り10年度から着手する。

　①薬価差の解消を図るほか、現行の薬価基準制度を廃止のう

　　え市場取引に委ねる原則に立った新たな方式の採用等薬価

　　墓準制度の抜本的見直しを行う。

　②診療二四については、慢性疾患は定額払いとするなどその

　　積極的な活用を図り、出来高払いと定額払いとの最善の組

　　合せを硅立する。

　③高齢者を巡る経済状況の向上を踏まえ、世代間の負担の公

　　平及び社会連帯（相互扶助）の観点から老人保健制度の抜

　　本的改革を行う。

　④医療提供体制について、大学医学部の整理・合理化も視野

　　に入れっつ、引き続き、医学部定員の削減に取り組む。あ



●

　わせて、医師国家試験の合格者数を抑制する等の措置によ

　り医療軍国体制の合理化を図る。地：域差を考慮しつつ全体

　として病床数の削減を推進し、’もって療養環境の改善も図

　ることとする。医療機関の機能分担や連携を進め、患者が

　必要な揚合にふさわしい医療機関にかかるという流れをつ

　くる。

⑤保険者機能の強化を図るとともに、制度運営の安定化を図

　る観点から、国民健康保険、政府管掌健康保険、組合健康

　保険等における保険集団の在り方を見直す。

⑥息者負担については、給付と負担の公平等の観点から高齢

　者等には一定の配慮を行いっっ、定率負担での統一を極力

　実現する。

　在宅療養患者と入院患者の公平及び年金制度との連携とい

　つた観点を踏まえ、低所得者には一定の考慮を行いっっ、

　患者負担の在り方を見直す。

⑦国立病院・療養所の在り方については、廃止、民間への移

　譲を含め見直しを行う。

●

（2）年金財政は現在の保険料率の水準のままでは将来の給付総

　額の約6割しか賄えない状況にある。

　　このたぬ年金については、国民が将来にわたって安心で

　きる制度を構築する必要があることから、早急に国民的かっ

　徹底的な議論を開始し、11年度の財政再計算において、世代

　間の公平、高齢者雇用の在り方といった親点を含め、給付と

　負担の適正化等制度の抜本的改革を行う。その際、

　①将来世代の保険料負担抑制の見地から、高所得者に対する

　　給付、施設入所者に対する給付の在り方、スライド方式の

　　変更、在職老齢年金の在り子等を各々検討するとともに、

　　支給開始年齢、給付水準の見直し等の課題に取り組む。

　②将来世代に負担をしわ寄せしている現行の段階的な保険料

　　率を見直し、世代間の負担水準の公平化を行うとともに、

　　世代内の負担の公平化の観点から総報酬制を導入し、この

　　制度にふさわしい料率に改める。

　③基礎年金国庫負担率の引上げについては、6年改正の附帯

4



決議等において所要財源を確保しっっ検討することとされ

　ているが、現下の厳しい財政：事情に鑑み、財政再建目標達

　成後、改めて検討を行うこととする。

④雇用の流動化等に対応し、自助努力を促すよう企業年金、

　私的年金の整備を行う。

（3）社会保険の事務に要する費用について、一層の節減・合理

　化等を行うなど、その在り方について見直す。

●

（4）一定の収入以上の高齢者等に対する年金、医療給付の見直

　しを保険原理に反しない範囲で行う。

（5）福祉については、介護保険法案の成立を図るとともに、サ
　ービヌ：の質を確保しっっ、各種規制等の緩私サービス内容

　等の情報公開及び福祉サービスへの民間享：業者の導入を推進
　する。．併せて、施設整備費、運営費補助の在り方について見
　直しを行う。

●

（6）雇用保険制度については、他の施策とρ整合性等を踏まえ・
　高年齢求職者給付について廃止を含め抜本的に見直すととも
　に、自己責任原則の観点から失業給付に係る国庫負担の在り
　方を見直す。これらの見直しを内容とする制度改正を10年に
　行う。．

　　また、雇用保険三事業の雇用福祉事業について、移転就職
　者用住宅や福祉施設の新設は行わない等の業務の見直しを行
　う。

2．公共投資

（1）公共投資基本計画については、本格的な少子高齢化社会の
　到来を間近に控え、後世代に負担を残さないような財源の確
　保を前提として、21世紀初頭に社会資本が概ね整備される
　ことを目標としている計画の基本的考え方は維持することと
　する。

　　他方、我が国財政の危機的状況等を踏まえ、集中改：革期間
　中に、公共投資の水準を、概ね景気対策のための大幅な追加
　が行われていた以前の国民経済に見合った適正な水準にまで



引き下げるこどを目指す必要がある。

　こうした趣旨を踏まえ、公共投資基本計画の計画菊間を3
年間延長することとし、これにより600兆円ベースでみて
10年間で470兆円程度へと投資規模の実質的縮減を図ると
ともに、策定後の諸情勢の変化等を踏まえ、内容：の見直しを
行う。

（2）公共事業関係の長期計画については、以下のとおり見直し
　を行う。

●

①計画策定後、計画の前提となる：事情が大きく変化した住
　宅については、事情の変化や財政構造改革の趣旨を踏まえ、
　公的部門の関与の在り方を見直す等今後の住宅政策を反映
　する方向で見直しを図る。

②・9年度末に計画期間が終了する道路整備’二急傾斜地崩壊
　対策については、財政構造改革五原則を踏まえ、公共投資
　基本計画の実質的な縮極に留意しっっ、適正な改定計画を
　策定する。

●

③上記以外の長期計画については、現行の長期計画の整備
　の基本的考え方は維持レつつ、財政構造改革の趣旨を踏ま
　え、計画期間を、10年間の計画である土地改良については
　4年、それ以外の長期計画についてはそれぞれ2年延長す
　ることとし、これにより投資規模の実質的な縮減を図る。

　計画期間の延長に際しては、必要に応じ、医業の重点化・
　効率化を図る等計画の内容の見直しを行う。

（3）公共工事の建設コストの縮減については、　「公共工事コス

　ト縮減対策に関する行動指針」　（9年度以降3年間で諸施策
　を実施し少なくとも10％以上の縮減を目指す。）を踏まえ、
　諸施策を早急に実施するとともに、公共投資予算が抑制され

　る中で、極力三業量の確保を図る。なお、公正な競争を通じ
　て公正な価格形成が図られるよう、今後とも不正行為の防止
　や一般競争入札の積極的活用に努める。

（4）当面の公共享業予算については、我が国経済の活力維持の
　ため経済構造改：革を早急に推進する必要性、官と民、国と地
　方の適切な役割分担、：事業のより効率的・効果的な実施等の
　諸課題に対応すべく、以下の基本的考え方に基づくこととす
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●

る。

①住民に身近な生活関連の社会資本等については、今後と
　も着実な事業実施を図る中で、国と地方の適切な役割分担
　の観点から、地方の判断にゆだねることにより地域のニー
　ズを踏まえた効率的な整備が進められるよう、国の補助対
　象の縮減・採択基準の引上げ等を図る。また、広域的な：事

　業、ナショナル・ミニマムの確保のために必要不可欠な事
　業、ナショナル・プロジェクトに関連する事業等に国の助
　成の対象を限定することとする。

②集中改草期間中の公共：事業予算の配分に当たっては、経
　済構造改革関連の社会資本（高規格幹線道路等、拠点空港、

　中枢・中核港湾、市街地整備等）について、物流の効率化
　対策に資するものを中心として、優先的、重点的に整備す
　る。

③また、国民生活の豊かさを実感できる経済社会の実現を
　目指す公共投資基本計画の考え方を踏まえ、引き続き、相
　対的に立ち遅れている生活関連の社会資本への重点化を図
　る。その際、一定の生活水準の確保のための投資分野を優
　先ずるとともに、真に整備が遅れている分野・地域への重
　点化を図る。

　　なお、地域経済への配慮を行うとともに国土の均衡ある
　発展と整備水準についての地域間の格差の是正という親点
　にも留意する。

④当面10年度予算において、物流の効率化による経済構造
　改：革を推進するため、高規格幹線道路等、拠点空港、中枢

　・中核港湾、中心市街地の整備については、事業問の連携
　やプロジェクト性に着目しつつ、特別の措置を設け、総合
　調整を図る。

　　また、10年度予算の編成に当たっては、政府・与党にお
　いて具体的な配分についての基本方針を定め、財政構造改
　革会議との連携により配分の重点化を図る。

⑤各：三業の実施等に当たっては、以下の点に留意すること
　とする。

　イ　地域の振興・安全な地域づくりへの配慮
　ロ　民間需要を誘発する事業への配慮

　　　　　　　　　　ク



ハ　情報通信の高度化・研究開発の推進に資する：事業への

　配慮
二　環箋及び福祉の充実への配慮
ホ　各種事業問の連携・整合性の確保による総合的な整備
　の推進
へ　費用対効果分析の活用による効率的な整備の推進とチ

　エツク機能の強化
ト　適切な情報の開示等による透明性の確保

　また、継続事業を優先し、新規事業、特に大規模プロジ
ェクトの実施は抑制する。

■ （5）公共投資予算については、上記の考え方を踏まえ、集中改
　：革期間中においては、各年度その水準の引下げを図る。

　　特に、10年度の公共投資予算については、’一般歳出を対9
　年度比マイナスとすることとしていることを踏まえ、対9年
　度比7％マイナスの額を上回らないこととする。

●

（6）道路特定財源については、危機的な財政状況、受益者負担

　制度の基本等を踏まえ、自動車重量税の国分の8割相当額に
　係る歳出面での運用等について、公共投資予算全体が抑制さ
　れる中で、引き続き国民に適切な税負担をお願いしつつ、受
　益者負担の親点にたった道路関係社会資本への活用など、集
　中改革：期筒における従来の取り扱い等の見直しについて総合
　的な観点から検討する。

3．文教予算
　　文教予算については、児童・生徒数の減少に応じた合理化、
受益者負担の徹底、国と地方の役割分担及び費用負担等の観点
から、義務教育、国立学校、私学助成等について、下記の事項
を含め全般に見直し、抑制を行う。

（1）第6次公立義務教育諸学校教職員定数改善計画並びに第5
　次公立高等学校学級編制及び教職員配置改善計画については、
　集中改革期間中その実施を抑制することとし、平成10年度ま
　での計画期間を2年延長する。
　　なお、退職者を上回る定数減が生じる都道府県については、
　適切な調整措置を講ずることとする。



（2）国立学校については、早急に設置形態を含めた組織の見直
　しを検討するとともに、集中改革期間中においては、授業料
　の見直し、大学事務組織の一元化、定員削減、スクラップ・

　アンド・ビルドの徹底等により、国立学校特別会計繰入れを
　対前年度同額以下に抑制する。

　　特に、10年度予算については、一般歳出を対9年度比マイ
　ナスとすることとしていることを踏まえ、思い切って抑制す
　る。

●

（3）今後の児童・生徒数の減少等を踏まえ、私学助成について
　も、集中改草子間中において、経常費助成を対前年度同額以
　下に抑制するなどにより、助成総額：を厳しく抑制するととも

　に、特色ある教育研究プロジェクト春の助成の重点化など配
　分方法の見直しを行う。　　　　　　　　　．
　　特に、10年度予算については、一般歳出を対9年度比マイ
　ナスとすることとしていることを踏まえ、思い切って抑制す
　る。

●

4．防　衛
　　防衛力整備については、我が国の安全保障上の観点と経済・

財政享情事を勘案し、節度ある整備を行うことが必要であり、

特に、危機的な財政享情の下財政構造改革が喫緊の課題となっ

ていることを踏まえた抑制を行う必要があることから、以下の

措置を講ずることとする。

（1）中期防衛力整備計画（総額25兆1，500億円）について、

　今後3年間は防衛関係費の水準を抑制するとの考え方の下、

　残り期筒の物件費総額（約9兆2，000億円）の1割に相当す

　る金額の所要経費の縮減を行い、本年中にその内容を見直す。

（2）集中改革期間中の防衛関係費については、対前年度同額以

　下に抑制する。

　　10年度の防衛関係費については、現下の財政事情を踏まえ、

　人件・糧食費、歳出化経費、一般物件費それぞれあらゆる経

　費の節濠努力を行い、9年度と同額以下に抑制することとす
　る。

　　　　　　　　　　　　9



（3）装備品の調達補給体制の合理化・効率化を図り、調達価格

　の抑制など取得改革に努める。

●

5．ODA（政府開発i援助）

（1）我が国のODAの量的拡充が国際的に顕芸なものとなって

　．いる一方、我が国の財政が危機的な状況にあることに鑑み、

　量から質への転換を図ることにより、集中改：革期間中におい

　　ては、ODA予算は各年度その水準の引下げを図る。

　　特に、10年度予算については、対9年度比ユ0％マイナス
　　の額を上回らないものとする。

（2）量的目標を伴う新たな中期目標の策定は行わないこととす

　　る。

（3）援助の実施に当たっては、被援助国側との：事前協議を重視

　するとともに、衛生・医療・教育及び女性の地位の向上のた
　めの支援など社会開発の重要性に十分配慮し、被援助国民か

　ら真に評価されるものとなるよう努める。また、評価システ

　ムの確掌、NGO等民間との連鎖の推進、情報公開の徹底等

　を図る。

●

6．農林水産
　農林水産関係予算については、担い手への施策の集中、市場

原理・競争条件の一層の導入を図りつつ、危機的な財政：事情を

踏まえ、更に重点的・効率的なものとする。

（1）UR対策（ウルグァイ・ラウンド農業合意関連対策）につ

　いては、財政構造改革の観点から、農業農村整備：事業を中心

　に対策期間を2年延長するとともに、総：事業費6兆100億
　円の全体の：聖業内容について、これまでの実績の検証を踏ま

　え、新しい国際環箋に対応し得る農業経営の確立、地域特性
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の活用により資するよう見直しを行い、農業農村整備享業と

その他享業との事業費の比率を概ね5：5とすう。

（2）主要食糧関係費に関しては、　「食糧法」の趣旨を踏まえ、

　米について、政府備蓄水準の早期適正化を進め、米価を含む

　農産物価格について適切な価格設定を行う。

　　政府は、適正な備蓄の運営に責任を持つ一方、自主流通米

　助成、生産調整助成金について市場原理の活用等の視点に立

　って見直すとともに、学校給食用米穀値引きについては廃止

　の方向で見直し、集中改革期間中において主要食糧関係費を

　引き続き対前年度同額以下とする。

●

（3）その他農林水産関係予算についても、補助金全体について

　の具体的な見直しの方向に即しっっ、協同農業普及享業交付

　金等の在り方など、全般的な見直しを進める。

（4）国有林野については・、今後の行政改革の議論を踏まえた上

　で、森林のもつ環境保全等の公益的機能の発揮に留意しつつ、

　経営の在り方及び組織等の抜本的な改革1と取り組む。こうし

　た改革や財政構造改革五原則を踏まえた上で、

　・森林整備のための財政措置の在り方

　！累積債務処理の方策

　・森林からの受益に対応した税財源を含めた費用負担の在り

　　方

　等につき幅広く検討する。

7　清算事業団債務

　財政構造改革を実現していくためには残高が28兆円にもの
ぼる本問題を本格的に処理することが不可欠である。

　現在・与党内において進められている検討では、これまで以

下の方策が掲げられている。

　　・自主財源による債務償還

　　・財投資金ρ繰上償還あるいは金利減免
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●

　・相続説軽減等の特典を付けた無利子国債の発行

　・歳出全般の大胆な見直し

　・交通機関利用者全体の負担

　・JRによる負担
　・鉄道利用子等の形によるJR利用者の負担

　・揮発油説等道路財源の活用

　・享業団債務の一般会計への付け替え

　・増税による国民負担

　将来世代へ負担を先送りするという形での安易な処理を回避

するため、情報の公開・債務増大の原因の分析を行いつつ、国

民の理解と納得が得られるよう、これらを含むあらゆる方策に

っき個別具体的に検討を行い「平成9年中に成案を得る」　（平

成8年12月25日閣議決定）こととする。　　’

●

8．整備新幹線
　整備新幹線については、・政府・与党における検討委員会にお
いて、収支採算性の見通し、JRの貸付料等の負担、並行在来
線の経営分難についての地方公共団体の同意、JRの同意等の
諸条件について十二分に確認し、その取り扱いを厳正に判断す
ることとなっており、拙速に結論を出すことがあってはならな
　いq

　　また、検討に際しては、収支採算性の試算方法及び基礎デー

タ、関係地方自治体、JRの意見等が適切に開示されることな
どにより、検討作業が国民の納得を得られるような形で進めら
れることの磋保が不可欠である。

　　さらに、新規着工区間の着工は、集中改革期間を設けて財政
構造改革を進めようという流れに矛盾しないようにするべきで
ある。

9　科学技術予算
（1）原子力、核融合、宇宙開発等の大型プロジェクトについて
　　は、

　①集中博論期間中は、国際熱核融合実験炉（ITER）計画
　　の国内誘致は行わないなど、新規プロジェクトの着手は行
　　わないこととする。

　②進行中のプロジェクトについても、高速増殖炉「もん
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じゅ」等、問題があるものについては、全面的に見直す。

（2）国立試験研究機関、特殊法人等の国の研究機関について、

　ナショナルセンターとして位置付けるべきもの以外は統廃合
　することとし、集中改革期間中に統廃合計画を策定するとと
　もに、国の研究機関・制度について、重複の排除、重点化・
　効率化等による予算の縮減を図る。

（3）享前・中間・事後における外部評価の実施、評価結果の公

　表、研究資金の配分への反映により、資金配分の重点化・効

　率化を進める。

●
（4）以上を踏まえ、集中改革期間中においては、・・科学技術振興

　費について他の経費との均衡にも配慮し、増加額を大幅に抑

　制する。

　　特に、10年度の科学技術振興．費については、一般歳出を対

　9年度比マイナスとすることとしていることを踏まえ、伸率

　を概ね5％以下とする。

●

（5）科学技術基本計画については、同計画の実施に当たって、

　原子力、．宇宙開発、防衛関係費等を極力抑制するとともに、

　危機的な憲政事情を勘案して弾力的に取扱い、財政構造改革

　予算と整合性のとれたものとする。

10．エネルギー

（1）危機的な財政事情を踏まえ、聖域なき歳出の改革と縮減を

　　行うため、集中改革期間中、エネルギー対策費を対前年度同

　　額以下とする。

　　　特に、10年度予算については、一般歳出を対9年度比マイ

　　ナスとすることとしていることを踏まえ、思い切って抑制す
　　る。

（2）このため、エネルギー対策賓の大宗を占める石炭並びに石

　油及びエネルギー需給構造高度化対策特別会計繰入れについ
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て、新エネ・省エネ対策をはじめとする中長期的に安定的な
施策の推進との畿点に立ちつつ、特定財源制度に安易に依存

することなく、石炭並びに石油及びエネルギー需給構造高度

化対策特別会計の歳出全般の見直しを行い、繰入額の圧縮を
行う。

（3）動力炉・核燃料開発事業団については、組織・体制の抜本

　的中：革を行うとともに業務を抜本的に見直し、経費の縮減を

　図る。

● （4）電源開発促進対策特別会計については、歳出全般の見直し

　を行いつつ、電源立地対策、電源多様化対策の「層の効率化

　を行う。　　　　　．　　　　　　　　　　’

　　また電源立地にあたっては、情報公開、環境アセスメント

　等、財政以外の施策が極めて重要である。

●

11．中小企業対策

（1）危機的な財政事情を踏まえ、聖域なき歳出の改革と縮減を

　　行うため、集中鋸草期間中、中小企業対策費を対前年度同額

　　以下とする。

　　　特に、10年度予算については、一般歳出を対9年度比マイ

　　ナスとすることとしていることを踏まえ、思い切って抑制す

　　る。

（2）中小企業対策予算について、補助金全体についての具体的

　な見直しの方向に即しっっ、都道府県商工会連合会等の人件

　費補助の在り方など、中小企業者の活力や地方の役割を尊重

　する観点から、歳出全般の見直しを行う。

12．地方財政

（1）地方財政の赤字の縮小は、財源不足を補てんするための特

　　例的な借入金に依存する財政構造の改：革であり、地方自治・
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地方分権の推進並びに国・地方双方の：歳出抑制につながる施

策の見直しによる地方負担の縮減が不可欠である。

　地方の財政赤字については、再建目標期間中に、交付税特

別会計借入金や財源対策債を圧縮することに亀り、これを縮

減し、国及び地方の財政赤字の対GDP比3％以下を達成す
る。

　その後速やかに、交付税特別会計借入金、財源対策債をは

じめ多額の債務残高の縮減に取り組む。

　また、地方債の発行規模を抑制する。

●

●

（2）上記のように、地方財政の赤字を縮小し、地方の財政構造

　改草を推進するため、地方財政計画の策定に当たって、地方

　財政は3300の地方公共団体の集合体であることや地方自
　治・地方分権推進の視点に留意しつつ、国・地方双方の：歳出

　抑制につながる施策の見直し・地方単独施策の抑制等により・

　再建目標期間・を通じた地方一般歳出の伸び率について、国と

　同一基調で抑制を図り、名目成長率以下とする。

　　特に、10年度の地方財政計画については、国が一般歳出を

　対前年度比マイナスとすることに伴って地方歳出も抑制され

　ること、またそれとあいまって、投資的経費に係る単独事業

　について対前年度比マイナスとすること等により、厳しくそ

　の歳出の抑制を図り、地方財政計画上の地方一般歳出を対9

　年度比マイナスとすることを目指す。

（3）地方財政計画上の地方単独事業費の抑制等を踏まえ、当面

　の地方交付説の算定や地方債の配分に当たって、各地方公共

　団体における歳出の抑制を促すような措置を講じる。

　　更に、地方公共団体の自主的な財政健全化努力を促してい

　く観点に立って、地方分権推進委員会における議論等を踏ま

　えっっ、地方交付税制度・地方債制度、更に各地方公共団体

　独自の自主的な財源調達の方途について検討を進める。

（4）地方の財政健全化のためには、各地方公共団体が自ら強い

　自覚をもって徹底した行財政改革を行うことが必要であり、
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このような観点から、地方自治・地方分権推進に留意しっっ、

各地方公共団体に対し、給与・定員の適正化、’・享早引業の見

直し、民間委託、外郭団体の整理縮小、公共工享のコスト縮

減、いわゆる「ハコ物」建設の抑制等徹底した行財政改草へ

の取組を要請していく。

●

（5）なお、地方自治・地方分権を推進するに当たっては、その

　主体となう地方公共団体の行政体制を並行して強化していく

　必要があり、このような観点から、市町村の合併について、

　集中改：革期間中に実効ある方策を講じ、積極的に支援してい

　く必要がある。

13．補助金

　（1）補助金の整理合理化等

　　　補助金（負担金、交付金、．補給金、委託費を含む）につい

　　ては、社会経済情勢の変化、官と民及び国と地方の役割分担

　　の在り方等の観点から、聖域なく見直しを行う。

　　　また、各省庁は、その所管する補助金について透明性を確

　　保するため、補助目的・対象等各々の補助金の実情に応じて、

　　交付決定の概要を公表する等必要な措置を講ずる。
●

（2）地方公共団体に対する補助金

　　地方公共団体に対する補助金については、制度的補助金

　（仮称）とその他の補助金に分けて、削減・合理化を図る。

　①制度的補助金については、制度改正を含め既存の施策や

　　：事業そのものを見直すことにより、削減・合理化を図・る。

　　　制度的補助金は、例えば次のイから二に掲げるような：事

　　項に該当するもので、補助根拠等を総合的に勘案して定め

　　る。

　　イ　国家の統治・安全及び対外関係の処理等、専ら国の利

　　　害に関するもの

　　　（国政選挙執行経費、外国人登録事務委託費　等）

　　ロ　憲法上の国民の基本的権利を保障するためのもの
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●

　　（生活保護賓負担金、義務教育費国庫負担金　等）

　ハ　災害救助・復旧に係るもの

　　（災害救助費負担金．等）

　二　制度改正を含め、別途、総合的な見直しが行われるも

　　の（公共：事業関係費　等）

②その他の補助金については、集中改革；期間内の毎年度、

　各省庁ごとにその1割を削減する。

③上記①及び②の補助金の削減・合理化を行う中で、次の
　措置を講ずる。

　イ人件費に係る補助金（負担金を除く）については、特
　　定地域に対する特別なものを除きぐ一般財源化等を行う。

　ロ　地方公共団体の事務として同化・定着又は定型化した

　　事務費に係る補助金については、一般財源化等を行う。

　ハ　会館等公共施設に対する補助金に関しては、集中改革

　　期間中は、原則として新たな施設の着工を行わない。

●

（3）特殊法人・認可法人に対する補助金

　　特殊法人・認可法人に対する補助金については、その享業

　の社会的意義が低下しているものを廃止ずるなど個別に法人

　の享業を徽底して見直すことにより、削減・合理化を図る。

　　公営競技関係法人の交付金の在り方について、その透明性

　を高める等の見直しを行う。

（4）民間団体等に対する補助金

　　公益法人をはじめとする民間団体等に対する補助金につい

　ては、法律に基づくものなどは、制度改正を含め既存の施策

　や享業そのものを見直すことにより、削減・合理化を図る。

　その他の補助金については、集中改：革期間内の毎年度、各省

　庁ごとにその1割を削減する。

　　その際、特に公益法人が行う事業に対する補助金について

　は、法人の役割、：事業運営の在り方等について見直しを行う

　ことにより真に必要なものに限るとともに、思い切った削減

　を図る。
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（5）新規補助金の抑制等

　①新規の補助金は、厳に抑制する。行政需要の変化等に即

　　回して真にやむを得ず新規の補助金を設ける場合には、件

　　数及び金額の両面において、スクラップ・アンド・ビルド

　　原則を徹底する。

　②　新規の補助金は、5年以内の終期を設定し、終期到来時

　　には原則として継続を認めない。

●

（6）少額の棉助金の不採択

　　補助効呆と：『ストとの比較関係から、補助金ごとに採択基

　準を設定し、効率的でないものは、採択しないものとする。

（7）統合・メニュー化、：事務手続きの簡素化等

　　地方分権推進委員会における検討等を踏まえ、引き続き統

　合・メニュー化、交付金化等を推進するとともに、．補助金の

　交付決定及び補助対象資産の転用等における事務手続きの簡

　素・合理化を進める。

　　　14．定員・人件費

　　　　集中改革甥間中、適切な措置を講ずることにより、総人件費
●
　　　　を極力抑制する。

（1）定員については、国の事務・事業の見直しに関する議論を

　見極めっっ、定員削減計画の見直しを行うことを含め、更に

　徹底した抑制に努める。

　　特に、10年度においては、各省庁とも、一層の新規増員の

　抑制及び定員削減の実施を図るものとする。

（2）公務員の給与については、労働基本権の代償措置である人

　面面勧告制度を維持・尊重する。

　　一方、二丁変化が生じた場合、関係者は国政全般を考慮し、

　責任ある協議を行い、適切に対処する。
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（3）両院議会費、個会議員の：歳費については、両院議長の下に

　おいて、現下の財政事情に照らし早急に検討されるべき：事項

　である。

●

15．その他

（1）以上の数値の定められた経費以外の経費についても集中改

　　：革期間中において、・対前年度同額以下とするなど厳しく抑制

　　する。

（2）国の行う施設整備については、大規模な施設噺官邸の整

　備等）について集中改革期間中は新たな着工を抑制する等所

　要の見直しを行うこと等により、厳にその抑制を図ることと

　する。

（3）沖縄振興策及びSACO（沖縄に関する特別行動委員会）

　関連事業については、着実に実施することとする。

●

（4）首都機能移転問題については、その経緯及び財政構造改：革

　においてあらゆる分野で痛みを伴う改：革：が進められている状

　況を総合的に勘案して慎重な検討を行うことを提起する。

　なお、概算要求基準方式を抜本的に改めることとし、各省庁
は、上記の歳由の改：革と縮減の具体的方策に基づき、概算要求

を行うものとする。要求に当たっては、限られた財源の中で歳

出の合理化・効率化に最大限努めるとの見地から、必要な制度

改草を推進しっっ、各種施策の優先順位の厳しい選択と宴会化

を行うこととする。

　以上の考え方に沿って、概算要求については、別途、内閣総

理大臣から基本的な方針を示し、また、その細目については、

大蔵大臣から通知する。
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　また、上記のうち、歳出の改草と縮減を具体的に実施する観

点から法律化すべきものを精査の上、・財政構造改革のための法

律案を、できるだけ早い機会に国会に提出するため、早急に取

りまとめるべく必要な作業を進めることとする。

●

●
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僻）
10年度一般歳出の姿

［単位　億円］

糊
●

社会保障関係費 約8，00α三三Uて
｢5，・000弔意P遊」ゴ：可る肖Ol瀦テう

十3，000以下

公共投資予算
ｫ獺なと》

対9年度比7％マイナスの額を

繪�轤ﾈいこととする
△6，300以下

文　教　予　算
`務鯖国車負担金等

痩鞫t朝曇心当入

��髀J

改善計画…　　2年延長

ﾎ前年度同額以下
ﾎ前年度同額以下

　十A以下’

@△0以下@
．
△
0
以
下
’

防衛二二費 9年度と同額三下に抑制する △0以下

QDA（二二｝二三》 対9年度比10％マイナスの額を

繪�轤ﾈいものとする
△1，100以下

科学技術振興費 伸率を概ね5％以下 ＋400強」下

主要食糧関係費 対前年度同額以下 △0以F

エネルギヤ対策費 対前年度同額以下 △0以’ド

中小企業対：策費 対前年度同額以下 ’△0以下

以上の数櫨旋められた

o費以外の経費

対前年度同額以≠とする

ﾈど厳しく抑制する 　　△0十B以下

i参院選等特殊要因等）

合　　　　計 △X

旧N　T　T－B 対9年度比7％マイナスの額を
繪�轤ﾈいものとする
ﾗ共投資予動

ム770以下

じ～／




